
日本企業の対外直接投資と資金需要

・財務省統計でみると、（グロスでみた）対外直接投資は増加しているが、資金循環統計でみると、
 （売却等を控除したネットの）対外直接投資は減少しており、日本企業全体としての海外投資に伴う
　資金流出は減少しているといえる。
・国際収支統計による（株式の他に貸付等を含んだ）対外直接投資額からみるに、直接投資に伴う資
  金供給方法が株式取得から貸付等に振り替わったということは考えにくく、ネットでみた対外直接
  投資の減少の要因の一つとして、海外進出企業の撤退、売却等の増加が背景にあるものと考えられ
  る。

図表１　対外直接投資額の推移
（金融・保険除く）
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図表３　対外直接投資額の内訳
（国際収支ベース、金融業含む）
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図表４　海外進出・撤退企業数
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図表２　統計の違い

（備考）財務省「対外及び対内直接投資状況」、日本銀行「資金循環統計」、財務省・日本銀行「国際収支統計」により作成。

（備考）1.財務省「対外及び対内直接投資状況」、日本銀行「資金循環統計」により作成。
　　　　2.04年は暦年。

（備考）財務省・日本銀行「国際収支統計」により作成。 （備考）経済産業省「海外事業活動基本調査」により作成。

対外及び対内直接投資状況 資金循環統計 国際収支統計

（財務省） （日銀） （財務省、日銀）

グロス グロス ネット ネット

・ネット （売却を控除） （売却を控除）

計上時点 届出 実行 実行

対象となる 株式・持分の取得、貸付 株式の取得のみ 株式の取得、貸付、再投資収益

取引 １億円超 3,000万円超 3,000万円超

（年度）

（年度）
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